
　　年　　月　　日

金融庁長官　殿

届出者　

（郵便番号　　－　　）
住　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号（　　）－　　
商号又は名称
氏　　名
印
（法人にあっては、代表者の役職氏名）
届出書
　届出者は、情報通信技術の進展に伴う金融取引の多様化に対応するための資金決済に関する法律等の一部を改正する法律附則（以下「附則」という。）第10条第１項の規定により新金融商品取引業（同項に規定する新金融商品取引業をいう。）を行うことができる者に該当するため、下記の事項について、附則第11条第１項の規定により届け出ます。
記

	商号、名称又は氏名
	

	住所
	

	金融商品取引法（以下「法」という。）第29条の２第１項第５号に掲げる事項
	（業務の種別（法第28条第１項第１号、第１号の２、第２号、第３号イからハまで及び第４号に掲げる行為に係る業務並びに有価証券等管理業務、第二種金融商品取引業、投資助言・代理業並びに投資運用業の種別をいう。））

	法第29条の２第１項第６号に掲げる事項
	（法第３条各号に掲げる有価証券又は金融商品取引所に上場されていない有価証券（政令で定めるものを除く。）について、電子募集取扱業務（電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法であつて内閣府令で定めるものにより法第２条第８項第９号に掲げる行為を業として行うことをいう。）を行う場合にあつては、その旨）

	法第29条の２第１項第８号に掲げる事項
	（法第２条第２項の規定により有価証券とみなされる権利（当該権利に係る記録又は移転の方法その他の事情を勘案し、公益又は投資者保護のため特に必要なものとして内閣府令で定めるものに限る。）又は当該権利若しくは金融指標（当該権利の価格及び利率等並びにこれらに基づいて算出した数値に限る。）に係るデリバティブ取引についての次に掲げる行為を業として行う場合にあつては、その旨
イ　当該権利についての法第２条第８項第１号から第10号までに掲げる行為又は当該デリバティブ取引についての同項第１号から第５号までに掲げる行為
ロ　法第２条第８項第12号、第14号又は第15号に掲げる行為）

	法第29条の２第１項第９号に掲げる事項
	（暗号資産又は金融指標（暗号資産の価格及び利率等並びにこれらに基づいて算出した数値に限る。）に係るデリバティブ取引についての次に掲げる行為を業として行う場合にあつては、その旨
イ　法第２条第８項第１号から第５号までに掲げる行為
ロ　法第２条第８項第12号、第14号又は第15号に掲げる行為）


